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９月定例会 2013年度一般会計決算の反対討論 わしの恵子議員(10月15日）

福祉や市民サービスの削減や民営化をすすめ、
安倍政権いいなりに大型事業を推進した決算だ
10月15日の本会議でわしの議員が「2013年度決算認定案」

について、反対討論を行いました。採決の結果は、共産党以

外の全議員の賛成で認定されました。

経済的格差を拡大する市民税５％減税
第１に、大企業と高額所得者を優遇し、市民の経済的格差

を拡大するばかりの市民税５％減税を継続したことです。

25年度の個人市民税の元となる市民の所得を前年度と比較

すると、給与所得はプラス1.2％ですが、年金所得はマイナ

ス0.5％と減少しました。ところが分離課税の株式等譲渡所

得はなんと270％もの増です。個人市民税の前年比38億円増

の内、26億円は、ほんの一握りの資産家が株で儲けた分なの

です。

一方、市民税減免の対象者となる低所得者は104000人に増

加、納税義務者の約１割です。

非課税世帯の方は、生活保護基準が見直され、段階的に３

年間合計で6.5％が削減、夫婦と子ども１人の３人世帯で25

年８月から月5300円も削減されました。

市民はこんな大変な状況にも関わらず、大企業や高額所得

者はどうでしょうか。法人市民税は、３月期決算法人の企業

業績が12％伸びたのに、国の法人税減税の影響で前年比72億

円も減収となりました。

そういう中で、富裕層と大企業優遇の、市民税５％減税が行

われ、個人の最高は470万円、企業の最高は１億1900万円も

と、更に格差を広げました。

名古屋市が支援すべ

きは、国による減税の

恩恵をすでに受けてい

る大企業や富裕層では

なく、国の悪政により

生活が脅かされている

市民、とりわけ社会的

に弱い立場にある人々

ではないでしょうか。

市民税減税はきっぱり

やめるべきです。

「行革」の名で公的福祉の解体をすすめ、
市民サービスを低下

第２に、減税の財源づくりのため、「行革」の名で、公的

福祉の解体をすすめ、市民サービスの低下をもたらしたから

です。

公立保育園存続の切実な願いに反し、矢田、東志賀、田幡

の３つの公立園の民間移管を進めました。

学童保育の運営費助成金については、緩和措置が廃止され

20人から35人で障害児がいない保育所では１か所21万1000円、

合計580万円のわずかな助成金さえ削られました。

指定管理者制度が試行導入された志段味図書館においては、

昨年度館長以下３人の中心的職員が年度途中に交代しました。

人件費削減により、短期的に職員が入れ替わるという指定管

理者制度の弊害が生じたと言わざるを得ません。図書館とい

う社会教育の公共施設にワーキングプアを拡大する指定管理

者制度はやめるべきです。

不要不急の大型公共事業を推進
第３に、不要不急の大型公共事業を進めたことです。

約400億円かかると言われている名古屋城天守閣の木造復元

に関する調査は、必要性も緊急性もないものでした。現在の

天守閣は耐用年数が今後50年ほどあると言われているので、

耐震改修こそ急ぐべきであり、アセットマネジメント基本方

針に沿い、施設の長寿命化こそ必要です。

世界からヒト・モノ・カネを呼び込み、「強い大都市」を

つくるという「リニア中央新幹線開業を見据えたまちづくり」

が推進されているのは問題です。名古屋駅周辺公共空間整備

は、笹島交差点から南へ巨大地下通路を整備する事業ですが、

25年度は詳細設計などに5887万円余も費やしました。これま

での計画見直しによって事業費が134億円へと膨らんでいる

この事業は認められません。

モノづくり文化交流拠点の金城ふ頭開発の基盤整備も同じ

問題をはらんでいます。５千台もの巨大な市営立体駐車場の

整備に、25年度は4230万円が支出されましたが、建設事業費

も当初の100億円から191億円と、倍近くまで膨れあがってい

ます。本来ならこの駐車場を必要とする開発事業者の責任と

負担で整備すべきです。

加えて、市長が撤退を表明している木曽川水系連絡導水路

事業に対し漫然と支出を続けていることや、需要が見込まれ

ない中部国際空港の２本目滑走路建設促進期成同盟会への負

担金が支出されていることも問題です。

南京発言を撤回し、友好都市との交流を
最後に、南京市との交流です。南京友好都市提携35周年の

節目の年にもかかわらず、公式代表団の派遣はできませんで

した。河村市長！あなたの「南京発言」の責任は重大です。

改めて申し上げます。すみやかに発言を撤回し、友好都市と

の交流を進めるべきです。以上、反対理由を申しあげ、討論

を終わります。

河村市長の市民税減税の影響額

個人 法人 計

2010年度 134億円 25億円 160億円

2011年度 19億円 38億円 57億円

2012年度 68億円 14億円 82億円

2013年度 78億円 31億円 110億円

計 299億円 109億円 409億円

2010年10％、2012年5％、2011年は見送ったが時差
の影響で残った。2013年が５％の完全実施（平年
度ベースになる）


